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Summary: Airports are extremely important public infrastructures in constructing transportation networks for wide-area 

international and domestic. However, there are issues such as a significant decrease in air travel demand due to the impact of the 

COVID-19 infection, and a decline in convenience due to the relocation of airports to the suburbs by the increase in the size of 

aircraft and the extension of airport runways. Efforts to solve such problems are carried out all over nationwide, and the importance 

of considering urban development around airports has been increasing. In this study, the locational characteristics of the airport 

were first clarified in terms of the population around the airport, land use, facility coverage, and accessibility to the cit y center. 

Based on these indices, hub airports were classified into five clusters by principal component analysis and cluster analysis. Then, 

focusing on the industries around extracted airports by the classification results, the characteristics of each airport were grasped. 

Finally, urban and community development by utilizing airports was studied. 
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1. 研究の背景と目的 

空港は国際・国内の広域交通ネットワークを形成する

上で極めて重要な公共インフラであり，人口減少・少子

高齢化が本格化する中で持続的な経済成長を果たすには，

空港による国内外の交流の活性化が不可欠である。 

我が国の国際航空旅客数は，平成 13 年以降は米同時多

発テロ，東日本大震災の発生による一時的な落ち込みが

みられるが，近年においては LCC の参入や訪日外国人旅

行者の増加等により増加傾向にある 1)。首都圏空港の航

空需要予則 2)によると，今後も首都圏空港の需要は増加

することが予測されている。特に国際線の発着回数は，

海外の高い経済成長率を受けて増加することが見込まれ

ている。しかし，空港の国内旅客輸送量は 2019 年度に 8

年ぶりの減少に転じ，前年比約 33.1%減となった 3)。原因

としては，新型コロナウイルス感染症の影響により航空

需要が大幅に減少したことが考えられる。さらに，航空

機の大型化と滑走路の延伸にともなう空港の郊外移転に

より，空港へのアクセス性が低下しており，海外と比較

して主要都市の空港間アクセスが悪いことも課題として

挙げられる 1)。これらの課題を解決するために，日本各

地で訪日外国人の増加や地域活性化に向けた取り組みが

行われており，空港周辺のまちづくりについて検討を行

うことの重要性は高まっているといえる。 

既往研究において，土田ら 4)は，地方空港を対象に総

合計画に記載される空港および空港に関する事業等の記

載から，都市計画手法としての空港整備の実態を明らか

にしたが，空港周辺の人口や土地利用の集積，事業所の

変遷に着目した分析は行われていない。本研究では，拠

点空港を対象とした点，空港周辺の人口，土地利用，施

設のカバー率，中心部へのアクセス性によって空港の立

地特性を明らかにするとともに，空港周辺の事業所の変

遷に着目している点に新規性がある。これらをもとに，

各自治体が策定している総合計画及び都市計画マスター

プラン等の内容を踏まえ，空港を活かしたまちづくりに

おいて地域特性に合わせた検討を行うことを目的とする。 

 

2. 対象空港の概要 

日本の空港は，空港法により，拠点空港，地方管理空

港，その他の空港，共用空港の 4 つに分類される。さら

に拠点空港においては，会社管理空港，国管理空港，特
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定地方管理空港の 3 つに分類される 5)。 

近年，主要都市から空港までのアクセ

ス改善等，空港等の機能の高質化を図る

ことを通して，我が国全体の国際競争力

や空港後背地の地域競争力強化，空港利

用者の利便増進を図ることが求められて

いる。なかでも，羽田空港の飛行経路見直

しや成田空港の高速離脱誘導路の整備，

台風第 21 号による関西国際空港等の被害

への対応，インバウンド需要が増加する

なかでの福岡・新千歳空港等の機能強化

等，拠点空港を中心とした検討が多くな

されており，拠点空港の実態を把握する

ことは重要であると考える 1)。そこで，本

研究では，国際航空輸送網又は国内航空

輸送網の拠点となる空港として空港法第

4 条第 1 項各号に掲げる拠点空港である

28 の空港を対象として研究を行う。 

 

3. 拠点空港の実態 

拠点空港の実態把握について，海上空港も含むため空

港から 10km 圏域内での集計・考察を行った。 

将来人口推計(1)において，全国的に人口は減少してお

り，拠点空港も人口が減少している地域に多く立地して

いる（図 1）。2015 年から 2045 年にかけて 10km 圏域内

の人口が増加するのは，東京国際空港，福岡空港，熊本

空港の 3 空港と推定された（表 1）。 

土地利用(3)において，拠点空港から 10km 圏域内の都市

的土地利用面積割合が最も高い空港は約 67.9%の大阪国

 
図 1 拠点空港の分布 6) 

 
図 2 土地利用面積割合 6) 

 

表 1 拠点空港の供用開始年(2)と空港から 10km 圏域
の総人口・人口増減率（2015 年～2045 年）6) 

 

表 2 都道府県庁と市町村役場のカバー率 6) 

 
図 3 都道府県庁・市町村役場のカバー率 6) 
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際空港，最も低い空港は約 1.9%の帯広空港であった。一

方で，拠点空港から 10km 圏域内の自然的土地利用面積

割合は帯広空港が約 93.2%と最も高く，東京国際空港が

約 0.9%と最も低い結果となった（図 2）。 

 

4. 拠点空港の利便性の把握 

4.1. 都道府県庁と市町村役場のカバー率 

都道府県庁・市町村役場のカバー率(4)は各都道府県庁・

市町村役場の最寄りの拠点空港を決定し，空港毎に数を

集計したものとする。カバー率は，カバー数を都道府県

庁と市町村役場の合計の数（2,035）で除したものとする。

結果を表 2，図 3 に示す。図 3 においては，円が大きい

ほど都道府県庁・市町村役場のカバー率が高いことを表

す。東京国際空港，中部国際空港，大阪国際空港はカバ

ー率が極めて高く，他の拠点空港のバッファと広範囲で

重なるためラインで示す。表 2 より，カバー率が最も高

い空港は東京国際空港で約 16.7%となり，広域的な拠点

としての機能性が高いことが考えられる。また，カバー

率が最も低い空港は山口宇部空港で約 0.7%となった。 

4.2. 拠点空港から主要な駅までのアクセス性 

本研究では，主要な駅を「空港が存在する都道府県の

県庁所在地または指定都市において最も乗降客数の多い

駅」とし，拠点空港から主要な駅までの時間を計測する。

手法として，経路は，重要物流道路 6)上に 1m おきに点群

を発生させ，空港から最も近い点を始点，主要な駅から

最も近い点を終点として決定した。速度は，旅行速度の

全国平均値である 35.1km/h とした 7)。ネットワーク解析

より，主要な駅までの時間が最も短かった福岡空港は 6

分であり，拠点へのアクセス性が高く，一方で，最も時

間が長い結果となった稚内空港は，9 時間 6 分であり，

拠点へのアクセス性が低い空港といえる。 

 

5. 拠点空港の類型化 

3 章と 4 章の指標をもとに拠点空港の特徴を把握する

ために類型化を行う。類型化を行う上で，人口，土地利

用，輸送能力，アクセス性，産業拠点性，規模，広域拠

点性に着目して変数を設定した（表 3）。 

   
図 4 第 1 主成分 図 5 第 2 主成分 図 6 第 3 主成分 

 

表 3 主成分負荷量と各クラスターにおける変数の平均値 
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主成分分析の結果，固有値が 1 以上

の主成分が 3 つ得られた。主成分 1 は

人口・都市機能の集積性，主成分 2 は

規模・輸送能力，主成分 3 は拠点への

アクセス性を表す主成分と解釈した

（表 3，図 4～6）。 

主成分得点を用いたクラスター分析

の結果と主成分得点の平均値を表 4 に

示し，クラスター（空港）の分布を図 7

に示す。クラスター1 は面積が小さく，

駅までのアクセス性が比較的よいこと

から利便性高地方都市型，クラスター2

は主成分 1 の得点が高く，主要な駅ま

での時間が短いことから都市的機能集

積型，クラスター3 は主成分 1 の得点が

極めて低いことから自然的郊外立地

型，クラスター4 は主成分 1 の得点がクラスター2 や 5 に

次いで高く，面積が大きいことから大規模拠点型，クラ

スター5 は旅客数と貨物量が多く，都道府県庁・市町村

役場のカバー率が高いことから高輸送広域拠点型とした。 

類型結果をもとに，各クラスターから代表的な空港を

抽出し，特徴を詳しくみてみる。対象空港は，各クラス

ターの主成分得点の平均値とユークリッド距離が最も小

さい空港とした。クラスター2 はサンプル数が 2 つのた

め，クラスター1，3，4，5 から抽出された空港とのユー

クリッド距離の平均値が大きい空港を抽出した。各クラ

スターから抽出された空港は，山口宇部空港，大阪国際

空港，帯広空港，成田国際空港，東京国際空港となった。 

 

6. 立地特性別にみる空港の特徴 

6.1. 山口宇部空港 

利便性高地方都市型空港に分類された山口宇部空港の

特徴を把握する。同空港は山口県宇部市に位置し，供用

開始は 1966 年である。近年は旅客ターミナルビルの開業

や滑走路の整備等，山口県の空の玄関口としての機能が

高まっている。宇部市は，都市空間の再編により，空港，

港湾を活かした産業集積，物流機能の強化を図るととも

に，産学連携により新産業を創出することを目標として

いる 9)。図 8 より，同空港と事業所が増加している地域

は比較的近い位置関係にあることがわかる。なかでも，

宇部新川駅周辺地区では，地区再生計画が策定されてお

り，市街地再開発事業によるにぎわいの創出と地域経済

の活性化が図られている 10)。このような地域と空港を含

めた産業・研究所が連携し，交流拠点や交通結節点とし

ての機能強化を図ることで，さらなる地域の活性化が見

込めるのではないかと考えられる。 

 

6.2. 大阪国際空港 

都市的機能集積型空港に分類された大阪国際空港の特

徴を把握する。同空港の供用開始は 1958 年であり，伊丹

市，豊中市，池田市の 3 市にまたがり位置し，日本の骨

格となる広域航空ネットワークを形成している。なかで

も豊中市は，同空港を広域連携都市拠点かつ産業誘致ゾ

ーンとして位置づけており，人・物・情報が活発に行き

交う交流の拠点や，事業所が集積する市街地とすること

を目標としている 11)。図 9 より，同空港周辺には事業所

が増加している地域が多く，今後も人口や産業の集積が

進むことが想定される。 

 

6.3. 帯広空港 

自然的郊外立地型空港に分類された帯広空港の特徴を

把握する。同空港は北海道帯広市に位置し，供用開始は

1981 年である。豊かな自然と風景を活かした観光地が豊

富であることが特徴である。帯広市は，第七期帯広市総

 

表 4 類型結果と主成分得点の平均値 

 
図 7 クラスター（空港）の分布 6) 
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合計画 12)の施策において，北海道内 7 空港の一括運営委

託を通した同空港の航路路線の充実や機能強化が図られ

ており，旅客数を増加させることが目標とされている。

図 10 より，同空港周辺において事業所が増加している地

域は限られており，近接した駅も存在しない。これらの

ことから,空港周辺における産業誘致を目的とした工業

用地の設定や，拠点へのアクセス性の向上が課題として

考えられる。同空港が他の公共交通機関と連携し，交通

結節点としての機能強化を図ることが，市街地へのアク

セス性の向上と旅客数の増加に繋がると考えられる。 

 

6.4. 成田国際空港 

大規模拠点型空港に分類された成田国際空港の特徴を

把握する。同空港は千葉県成田市に位置し，供用開始は

1978 年である。近年，LCC による路線拡大が特徴である。

成田市は，空港を国際的な交流の拠点とした機能強化や，

空港の風景を活かした観光資源の創出，観光客の来訪促

進を図る等，国際的かつ観光拠点としてのまちづくりを

目指している 13)。図 11 より同空港周辺には工業用地が

点在しており，まちづくりの理念および目標に沿った都

市の形成が図られていると考えられる。しかし，事業所

が増加している地域のなかでも，公津の杜駅北側は，市

が所有する低未利用地が多く存在する現状にある。これ

らを観光地としての魅力づけや，大学や企業の誘致等 14)

に有効活用することで今後の産業集積と人口の維持が見

込めると考えられる。 

 

6.5. 東京国際空港 

高輸送広域拠点型空港に分類された東京国際空港の特

徴を把握する。同空港は東京都大田区に位置し，供用開

 
図 9 大坂国際空港周辺の事業所増減率 

（2012 年～2016 年）6) 

 
図 8 山口宇部空港周辺の事業所増減率 

（2012 年～2016 年）6) 

 
図 11 成田国際空港周辺の事業所増減率 

（2012 年～2016 年）6) 

 
図 12 東京国際空港周辺の事業所増減率 

（2012 年～2016 年）6) 

 
図 10 帯広空港周辺の事業所増減率 

（2012 年～2016 年）6) 
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始は 1952 年である。都心から近く，豊富な路線・便数が

特徴である。大田区は，臨海部及び羽田空港とその周辺

地区を一体として捉え，新たな価値を創出する高度産業

の集積や，次世代交通・物流インフラの整備等に取り組

んでいる 15)。図 12 より，特に臨海部の工業用地におい

て事業所が増加しており，その周辺の事業所は減少して

いることから，臨海部の産業集積が進行していると考え

られる。大田区は，企業立地の助成制度等も充実してい

ることから，これらの制度の活用を推進することで，さ

らに産業拠点性が高まると考えられる。 

 

7. 総括 

空港を活かしたまちづくりのあり方について，立地特

性に合わせた検討を行うことを目的とし，以下のことを

明らかにした。 

まず，拠点空港周辺の人口，土地利用，施設カバー率，

中心部へのアクセス性を踏まえて空港の立地特性を明ら

かにした。拠点空港の多くは人口が減少している地域に

立地しているが，なかには周辺の人口が増加している空

港もあることが把握できた。周辺の土地利用と拠点への

アクセス性においては，都市的土地利用面積割合が極め

て高く拠点へのアクセス性がよい空港や，自然的土地利

用面積割合が極めて高く郊外に立地している空港等がみ

られた。施設カバー率について，極めてカバー率が高い

空港が 3 つみられ，広域的な拠点性が高い空港であるこ

とがわかった。これらのことから，空港の立地特性につ

いて，空港毎に大きな差があることが明らかとなった。

また，工業用地の分布から各空港における産業の集積性

も把握できた。 

次に，拠点空港の類型化について，人口・都市機能の

集積性，規模・輸送能力，拠点へのアクセス性により 5 つ

に分類し，代表的な空港を抽出し，特徴の把握を行った。 

今回抽出した空港において，「利便性高地方都市型空港」

は，地域と空港の連携を行う必要があり，交流拠点や交

通結節点としての機能強化を図ることで地域の活性化が

見込めると考えられる。「都市的機能集積型空港」は，人

口・都市機能の集積性，産業拠点性が高く，主要な駅ま

での時間も短いことから今後も集積が進むことが予想さ

れる。「自然的郊外立地型空港」は，空港と他の公共交通

機関との連携が必要であり，それによりアクセス性の向

上と旅客数の増加が見込めると考えられる。「大規模拠点

型空港」は，主要な駅までの時間が比較的長く，アクセ

ス性の向上によって産業集積と人口の維持が見込めると

考えられる。「高輸送広域拠点型空港」は，東京国際空港

のみが該当し，臨海部の産業集積が進行しており，助成

制度等の活用を推進することで，産業拠点性の更なる高

まりが見込めると考えられる。 

本研究では，28 の拠点空港を対象に，立地特性を把握

したが，地方空港を含めた全空港の特性が把握できてい

ない点に課題が残る。日本には 97 の空港が存在し，それ

ぞれが地域課題を抱えていることが考えられる。今後は

全国の空港を対象として，広域交通拠点としての空港の

需要を踏まえた日本の空港利用状況の傾向を捉えていき

たい。また，空港周辺のまちづくりを地域特性に合わせ

て進めるためには，より多様な要素を組み合わせて地域

について考えることが重要である。今後は空港周辺にお

ける人口と産業だけでなく，物流拠点や研究機関の集積

性，地域住民のニーズ等も踏まえた分析も必要である。 
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［補注］ 

(1) 人口データは国土数値情報ダウンロードサービス 6)の 1km

メッシュ別将来推計人口（H30 国政局推計）を使用した。 

(2) 各空港の供用開始年は，国土数値情報ダウンロードサービ

スの空港時系列データ（令和 3 年）の供用開始年を使用し

た。 

(3) 土地利用面積割合は国土数値情報ダウンロードサービス

の土地利用 3 次メッシュデータ（令和 3 年）を使用し，土

地利用種別毎（海水域を除く）の面積を集計した。本研究

では，建物用地，道路，鉄道を都市的土地利用として，田，

他農用地，森林，荒地を自然的土地利用とした。 

(4) 都道府県庁・市町村役場カバー率における市町村役場は，

国土数値情報ダウンロードサービスの国・都道府県の機関

データ（平成 25），市区町村役場データ（平成 26）を使用

し，県庁・市町村役場に加えて区役所を含む。 
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